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【要旨】 

《目的》急増する独居の認知機能低下高齢者の自立生活を支援するためには多様なリス

クをより早期に発見し、健康障害や生活機能低下を予防することが重要である。本研究の

目的はこれら予防的支援機器を開発・導入し、地域包括支援センターや介護事業者等(以後、

地域ケア機関と称す)が効果的・効率的に1)対象者の生活リズムや日常行動パターンを把握

し、2)通常パターンからの逸脱を早期に察知し、生活・健康障害の予防に活用できるシス

テムを呈示することである。 

《方法》本システムでは、赤外線人感センサー(以後、見守りセンサー)によ

り対象者の行動をモニタリングし、行動変化を定量的に捉えるアルゴリズムを

開発し、変化信号をコールセンターに提供する。コールセンターから地域ケア

機関、家族等に必要な情報を提供する。本研究は、以下の3部から構成される。

【第1部】では、自立支援機器を用いた地域包括支援システムの1年間にわたるパイロット

試験および本試験のプロセスと介入効果を紹介し、【第2部】では、見守りセンサーにより

把握すべき、トイレ使用、就寝・起床や室内・室間移動についての基礎的分析を行ったの

ちに、その結果を踏まえて、室内活動量、来客状況、居室の利用状況についての実践的分

析を行った。【第3部】では、地域高齢者を対象として自立支援機器利用に関する初回調査

(平成23年度)と追跡(第2回)調査を実施した。 

《結果》【第1部】パイロット試験からは心理的健康指標がいずれも対照群で増悪、介

入群では維持・改善傾向を示すことがわかった。本試験において、介入群と対照群で群間

差がみられたのは、要介護度とその変化、そして老研式活動能力指標の社会的役割の得点

変化であった。専門職による見守りセンサーの利用実態については、介入群を担当する専

門職の方が対照群に比べて、外出やトイレの状況を把握していることが明らかとなった。

また、外出やトイレに加えて室内での活動状況（日中と夜間）も把握できていた。見守り

センサーの経済性評価については、機器の導入によるコストは設備費を含めても、月額8,000

円程度と推計された。睡眠障害の把握については、不眠状態発生の記載が見られた時間帯

のセンサー検知回数は、平均に比べていずれも1.5倍以上の数値であった。 

更に、本人・家族の生活情報、ニーズアセスメント、生活上の課題、モニタリング内容

のアセスメント、モニタリング内容を判断するためのアルゴリズム、成果の評価等で構成

するJ-DASH (ver.1)(42項目)を作成した。施設高齢者を対象に、見守りセンサーで検知し



たデータと介護記録の照合結果からは、身体的な健康状態や夜間の精神的な症状は把握で

きる可能性が示された。【第2部】からは、トイレ回数が個人間変動、季節変動、日内変動

に有意に関連した。第一居室での滞在時間は介護度や可動面積との間に一定の関係が見ら

れた。次に部屋間移動の所要時間の緩やかな季節変動を長期変化から抽出できた。気温の

低かった日の方が室内での動きやトイレの回数が多いことが明らかになった。また、居室

ごとの滞在時間と利用状況については、要介護度が高いほど、一部屋での滞在時間が長い

傾向があり、さらに生活財が散らかり利用可能な床面積が狭くなるケースもみられた。 

【第3部】から、見守りセンサーの利用者は非利用者に比べて、2年間で精神的な健康度

が向上した人が多かった。福祉サービスの利用及び登録数は、2年間で全て増加しているこ

とが確認された。見守りキーホルダーは、外出時の緊急時対応の必要性が高い高齢者によ

り多く利用されていることが明らかになった。 

《結論》赤外線人感センサーを導入した本試験の結果、要介護状態への抑制効果が見ら

れた。その際に、認知機能低下高齢者の状況を客観的に把握するために、トイレ使用、睡

眠状況、室内・室間の移動についての評価方法が一部示された。 

見守りセンサーを用いて、より詳細な独居高齢者の生活状況を把握するためには、季節、

気温、来客状況といった要因に注意することが必要である。地域での大規模調査の結果か

らも、見守りセンサーの利用が精神的な健康度の向上につながることが示された。費用面

も含めて改善し、見守りセンサーの利用を広めていくことが今後の課題である。 
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Ａ．背景と目的 

わが国においては、超高齢社会や核

家族化の進展とともに独居高齢者の

増加やそれに伴う高齢者の社会的孤

立さらにはその終末像といえる孤立

死が社会問題化している。平成22年の

国勢調査によれば、高齢者の16.4％、

479万 1千人が独居高齢者となってい

る。5年前の前回調査時から、全国で

独居高齢者は約90万人増加したこと

になる。また同年の東京都の調査によ

れば、独居高齢者のうち、寝たきりや

重い障害のある高齢者は16.5%であっ

た。心身機能が低下した独居高齢者は、

孤立死のハイリスク者である。大都市

部を中心に今後急増する認知機能が

低下した独居高齢者は、手段的日常生

活動作能力(IADL)の低下に対して周

囲が援助しにくいため、自立生活は破

たんしやすい。また、認知機能は加齢

とともに低下することから、後期高齢

の認知機能低下者は身体的な健康度

も低下している可能性は高い。いずれ

にせよ、社会的孤立を予防し、心身機

能の変化を早期に発見し対応するこ

とが、独居生活を安心して継続してい

く上で重要である。 



そこで我々は地域包括ケアシステ

ムにおいて、独居高齢者の孤立を予防

し、安心・安全な自立生活を支える仕

組みとして、(1)社会活動への参加の

促進によるネットワークづくり、(2)

近隣や友人、別居家族との交流を通じ

たネットワークによる声かけ・見守り、

(3)行政や民間サービスによる異変察

知・緊急通報システム等ハード面の整

備に大別した。その上で(1)から(3)を

それぞれ孤立の一次、二次、三次予防

と操作的に定義し、自立支援のための

三層のディフェンスラインとした(図

1)。一次、二次予防の資源となる町内

会や近隣関係などは、伝統的に我が国

の地域共同体の中にあったものであ

り、もともとある社会的資源を利用す

ることで独居高齢者の孤立は予防で

きるとも考えられる。しかし、実際に

は加齢に伴い長期的かつ頻繁な社会

活動の維持は容易でないことや、近

隣・地域組織の崩壊や住民同士のプラ

イバシー意識の高まりなどで一次、二

次予防のみに依拠するには限界があ

る。そこで三次予防として、情報通信

技 術 (Information communication 

technology; ICT)と称される、いわゆ

る見守りセンサーや緊急通報装置な

どのIT機器を利用したサポートによ

る補完が期待される。 

 

 

 
図1．地域包括ケアシステムにおける孤立予防・自立支援のための三層の防御網  

  

 



 

 

図2．本プロジェクトにおける地域包括ケアシステムの全体図 

 

これらのIT機器は、多忙を極める地

域包括支援センターや介護事業者等

(以後、地域ケア機関)の業務の効率化

にも寄与することが期待される。 

近年、海外でもこの種の取り組みは

注目されている。 ‘Smart home’と称さ

れ、「在宅生活者の生活の質と身体的

自立度のモニタリングを促進し、介護

者の負担感も減らすための在宅に装備

された通信技術」 (Frisardi, 2011)を意

味し、認知症高齢者など、身体の変調

を言葉で十分に表現することが困難で

ある者、また健康管理の自己意識が低

い者へのソーシャルネットワークとし



て、今後急速に増大・浸透していくと

考えられている。  

本研究の目的は認知機能低下者の多

様なリスクを早期に発見し、健康・生

活機能障害の予防機能をもつ機器を導

入し、地域ケア機関が有効活用できる

地域包括ケアシステムを呈示すること

である(図2)。 

 

Ｂ．方法 

【第１部】では、自立支援機器を用いた地

域包括支援システムの1年間にわたるパイロ

ット試験とそれに引き続き1年間にわたる本

試験を実施した。これらの試験のプロセスと

介入効果を紹介し、【第2部】では、見守り

センサーにより把握すべき、トイレ使用、就

寝・起床や室内・室間移動についての基礎的

分析を行ったのちに、その結果を踏まえて、

室内活動量、来客状況、居室の利用状況につ

いての実践的分析を行った。【第3部】では、

地域高齢者を対象として自立支援機器利用

に関する初回調査(平成23年度)と平成25年

度に追跡(第2回)調査を実施した。 

【第1部】自立支援機器を用いた地域包

括ケアシステムの開発と評価 

[1]パイロット試験：東京都内を主に、

地域ケア機関等を通じた公募により独

居高齢者に対してパイロット試験対象

者を募集した。 

認知機能、身体・心理機能をスクリ

ーニング健康調査によりアセスメント

し、要件を統制した65歳以上認知機能

低下者 24人 (MCI12人と軽度認知症 12

人)と社会的孤立傾向にある健常者 16

人を選定した。これらの対象者を2群に

分け、対象者本人、家族、地域ケア機

関職員を対象に第一回調査を行った。  

パイロット試験のデザインは、室内

では赤外線見守り人感センサー（以下、

見守りセンサー）により対象者の行動

をモニタリングし、行動変化を定量的

に捉えるアルゴリズムを開発し、変化

信号をコールセンターに提供するもの

である。コールセンターから地域ケア

機関、家族等に必要な情報を提供した。

本パイロット試験の1年間のプロセス

を示し、1年後の対象者の認知機能・生

活機能や、心理的負担感の変化を評価

した。  

パイロット試験における介入プログ

ラムは以下の通りである。  

見守りセンサーと多機能型キーホル

ダーを用いた自立支援に向けた地域包

括ケアシステムを考案した。  

①室内では見守りセンサー (立山シ

ステム研究所製、図 2参照 )により対象

者の行動をモニタリングし、行動変化

を定量的に捉え、コールセンターに提

供する。ただし、パイロット試験中は

研究スタッフがモニタリングし生活リ

ズムや外出状況等の必要な情報につい

て月次レポートを作成し、地域ケア機

関や家族に提供した。それによりケア

提供者の負担を軽減しつつ対象者のリ

スクを回避しようとした。②室外では、

地域包括支援センターまたは、コール

センターへの緊急連絡機能を付した見

守りキーホルダーを導入した。  

次に、パイロット試験の間に、地域

ケア機関担当者を対象としたインタビ

ュー調査を実施し、各自が担当する見

守りセンサー利用者と非利用者におけ

る対応の過程を比較検討した。これら

の知見を踏まえて、独居の認知症高齢



者を対象として、Smart home(在宅生

活者の生活の質と身体的自立のモニタ

リングを促進し、介護者の負担感も減

らすため在宅に装備された通信技術 )

を導入する際の利用開始時の本人・家

族のニーズ、および地域ケア機関の方

向性を検討するツール「スマートホー

ム利用開始時の日本版アセスメントと

アルゴリズム (J-DASH ver.1)」を作成

し、利便性を評価した。更に、独居認

知症高齢者への支援過程にみられる課

題 を パ イ ロ ッ ト 試 験 の 6事 例 か ら 抽

出・整理するとともに、独居認知症高

齢者支援に必要な視点や見守りセンサ

ーを用いた地域包括ケアシステムの構

築を現実化するうえでの政策的課題を

検討した。  

[2]本試験 

パイロット試験終了後に、その成果

を踏まえて本試験を開始した。都市部

（東京都大田区・多摩市）と小都市郡

部（宮城県登米市・群馬県草津町）を

研究協力地域に設定し、地域包括支援

センターやケアマネジャー等を通じた

勧奨（勧奨の基準：認知機能低下が疑

われる人、または、孤立傾向にある健

常者で見守りが必要と思われる人）に

より当該地域に在住する65歳以上の独

居高齢者を募集した。老年病・老年精

神医学専門医、保健師らによる専門チ

ームを結成し、会場集合式または居宅

訪問式調査を実施した。面接及び健康

調査の結果、物理・環境的要因等でセ

ンサー設置が不可能と判断した応募者

の中から、センサーの設置は不可能で

あったが、健康調査への協力だけは可

能であるかどうか尋ねた。健康調査の

み協力の同意が得られた人の中から、

設置群と性、年齢、要介護度、MMSE

得点に偏りがでないように対照群 (非

設置群）を設定した。以上より本試験

開始において介入群（センサー設置群）

39名、対照群41名を設定した。  

本試験開始時と約1年後の終了時に、

訪問面接調査（一部、郵送調査）や、

体力検査を実施した。 

本試験の介入プログラムは以下の通

りである。 

見守りセンサー (立山システム研究所

製 )により対象者の行動をモニタリン

グし、行動変化を定量的に捉え、コー

ルセンターに提供する。次いで、研究

スタッフがモニタリングし生活リズム

や外出状況等の必要な情報について月

次レポートを作成し、地域ケア機関や

家族に提供した。もって、ケア提供者

の負担を軽減しつつ対象者のリスクを

回避しようとした。  

また、地域ケア機関の専門職による

見守りセンサーの利用実態について、

高齢者の健康状態や生活状況の把握に

関するアンケート調査をもとに検討し

た。また、本試験期間中に「スマートホー

ム利用開始時の日本版アセスメントと

アルゴリズム (J-DASH ver.1)」の項目

を修正し、利用の手引きを作成した。

さらに、見守りセンサーの経済性評価

について、メーカーとユーザー双方か

らのヒアリングに基づくコストの概算

の見積もり、加えてこれを「家計調査

報告」などから高齢者世帯の経済的負

担能力と比較し検討した。  

また見守りセンサーからの検知情報

がどの程度、高齢者の行動を正確に反



映しているかを確認するために高齢者

の行動と管理者の記録との照合を試み

た。見守りセンサーを利用するサービス

付き高齢者住宅において、介護記録から

睡眠障害が把握された事例とその時間

帯のセンサーデータを分析することに

より、見守りセンサーによって独居高齢

者の睡眠障害が把握できるかどうかを

検証した。 

更に、見守りセンサーを用いた地域包

括ケアシステムの普及と生活・健康障

害の予防として有効活用するために必

要な地域ケア機関への支援内容につい

て検討することを目的とし、地域ケア

機関担当者22名を対象にインタビュー

調査を行った。  

【第2部】自立支援機器による認知機能

低下高齢者の状態把握の試み  

まず、気温の変動が、見守りセンサーに

より把握した高齢者のトイレ行動などの生

活活動にどう影響するのかを明らかにする

ために、気温とセンサー感知回数の比較検討

を行った。  

次に、見守りセンサーによる生活状況

の抽出に誤った検知情報が混入すること

を防ぐため、見守りセンサーの時系列反

応データを用いて在宅状況を判別する手

法を提案した。提案手法では、従来の玄

関センサーのみによって居宅内の人数判

断をするのではなく、在宅状況を判別す

る条件を適用するための共通フレームワ

ークとして、対象者の動線に従って複数

のセンサーが順次動きを検知していくパ

ターンについて時系列反応データおよび

移動モデルを適用し、その有効性を検証

した（第2部第2章）。  

更に、居室の使い方に着目し、見守

りセンサーにより生活行動を把握し、

居室ごとの滞在時間と利用状況の検討

を行った。  

 

【第3部】自立支援機器利用に関する大

規模追跡調査  

2011年に行った第 1回の自立支援機

器利用に関する大規模調査に続き、第2

回調査として、2013年8月、住民基本台

帳上、 A地区に居住する 65歳以上の

7,705人を対象に匿名で回答を求める

質 問 紙 を 郵 送 し 、 5,317 人 （ 回 収 率

69.0％）から質問紙を回収した（第3部

第1章）。  

調査のデータを用いて、見守りセン

サー利用の利用者自身の精神的な健康

状態への効果について検討した。2011

年および2013年の調査データを用い、

WHO5および老研式活動能力指標の得

点が2年間で向上した群、変化しなかっ

た群、低下した群に分類し、見守りセ

ンサーの利用の有無とのクロス集計を

行った。また、WHO5の得点の変化を

従属変数とした多項ロジスティック回

帰分析を行った（第3部第2章）。  

次に、福祉サービスの利用状況とそ

の変化を検討した。2011年と2013年の

調査項目が一致するものは縦断分析、

異なる項目に関しては横断分析を行っ

た。「男女別」、「74歳までの前期高

齢者と75歳以上の後期高齢者」、「独

居と独居以外」に分けてクロス集計を

行った（第3部第3章）。  

更に、大田区独自の高齢者向けサー

ビス、施設である大田区高齢者見守り

キーホルダーと大田区いきいきしごと

ステーションに着目し、2013年の調査



データの分析から、それぞれの利用者

の特徴を明らかにし、両サービスの現

状と課題について検討した（第3部第4

章）  

 

Ｃ．結果 

【第1部】自立支援機器を用いた地域包

括ケアシステムの開発と評価 

[1.パイロット試験] 第一回調査か

ら示された対象者の特徴については、

介入群 (センサー設置群 )、対照群とも概

ね 80歳前後で、認知機能検査からは

MCI（軽度認知機能低下者）が多く、

高次生活機能においてもほぼ自立して

いる者が 35%前後、抑うつ傾向ありの

者は 20～ 30%であった。介入群、対照

群の成績においては認知機能 (MMSE

平均25点 )、や要介護度、生活機能、抑

うつ度において有意差は見られなかっ

た。地域ケア機関職員や別居家族への

事前予備調査からは、これまで睡眠時

間や外出頻度、食事状況の把握が困難

であり、それらを感知することに対す

る期待が強いことが分かった。  

地域ケア機関職員への深堀りヒアリ

ング調査からは、地域ケア機関担当者

はそれぞれ高齢者の健康状態の変化の

把握に資するモニタリングのポイント

を経験から持っていることが明らかに

なった。例えば、 1)高齢者からの健康

や生活状態に関する訴え、 2)外観から

わかる痩せ、3)歩行などの動作の様子、

4)食事の摂取状況、5)服薬状況、6)部屋

の整理・整頓状況、7)外出頻度の減少、

8)意欲の低下、 9)適切な会話の維持、

その他であった。また、介護サービス

利用頻度が高い高齢者ほど、より多く

の情報が得られ適時な対応が可能であ

ることが分かった。  

[2.本試験]まず、本試験期間中に独

居が継続された対象者は、介入群で35

名 (89.7%)、対照群で36名 (87.8%)であ

り、群間差は認められなかった。中断

された理由をみると、「家族と同居」

が両群とも 1名ずつ、介護施設等への

「施設入居」が介入群で3名、対照群で

4名であった。  

次に、アウトカムの指標において、

介入群と対照群で群間差がみられたの

は、要介護度とその変化、そして老研

式活動能力指標の社会的役割の得点変

化であった。第1に要介護度は、「要介

護1以下」と「要介護2以上」の区分に

おいて、介入群と対照群で違いが認め

られた。具体的には、介入群の方が「要

介護1以下」の割合 (25名：64.1%)が高

く、「要介護2以上」の割合（5名：12.8%）

が低いという結果であった。また、要

介護度の変化に着目すると、「要介護2

以上に悪化」した対象者が、介入群（1

名）に比べて対照群（6名）で有意に多

い傾向がみられた。 

体力については、その水準（握力、開眼片

足立ち、足指筋力、長座位立ち上がり）と研

究期間中の推移（握力、開眼片足立ち）を分

析した結果、握力と足指筋力は性別による有

意差がみられたが、他の2項目ではみられな

かった。また介入群と対照群の間と認知症、

MCI、健常の3群間において、すべての体力

項目に有意差はみられなかった。初回健診と

健診1年経過後の介入群と対照群の体力の推

移を比較しても、介入による変化パターンに

有意差はみられなかった。体力項目間の相関

を分析したところ、握力と足指筋力、足指筋



力と開眼片足立ちとの間に有意な相関がみ

られた。 

専門職による見守りセンサーの利用

実態については、介入群を担当する専

門職の方が対照群に比べて、外出やト

イレの状況を把握していることが明ら

かとなった。また、外出やトイレに加

えて室内での活動状況（日中と夜間）

も把握できていた。 

見守りセンサーの経済性評価につい

ては、機器自体は既存技術を用いたも

のであり、機器の導入によるコストは

設備費を含めても、月額8,000円程度と

推計された。 

睡眠障害の把握については、介護記

録上、不眠状態発生の記載が見られた

時間帯のセンサー検知回数は、平均に

比べていずれも 1.5倍以上の数値であ

った。  

地域ケア機関担当者へのインタビュ

ー調査からは、【地域ケア機関担当者

が見守りセンサーによって把握した情

報の支援への活用の実際】として、 5

つのサブカテゴリ＜アセスメントが適

切かどうか判断する根拠として活用す

る＞、＜認知機能・身体機能（ADL）

のアセスメントへの活用＞、＜ケアマ

ネジメント業務に活用しケアの変更に

役立たせる＞、＜家族への説明時にお

ける根拠となる情報としての活用＞、

＜ケアの場面での活用＞に分類された。

また、【見守りセンサーの情報を十分

支援に活用することができなかった要

因 (理由 )】として、＜センサーデータを

読み取ることができない＞、＜センサ

ーデータの示す意味を解釈できない＞、

＜センサーデータを他の支援者と共有

することができない＞の 3つのサブカ

テゴリに分類された。  

 

【第2部】自立支援機器による認知機能

低下高齢者の状態把握の試み  

パイロット試験において施設高齢者向け

の自立支援機器を素材として地域高齢者へ

の応用について検討した結果、地域在住高齢

者向けの自立支援機器においても寝室から

トイレへの移動回数とその時間帯について

把握する機能が備わっていることが有用で

あると考えられた。同様に、サービス付高齢

者住宅入居者を対象に、本見守りセンサーで

検知したデータと介護記録の照合の結果か

ら、身体的な健康状態（特に，トイレ回数が

増加する消化器系の疾患）は、見守りセンサ

ーによる把握が可能であることがわかった。

また、精神的な症状・行動は、夜間では把握

できる可能性が示めされた。 

次いで、本試験において、気温と室内での

生活活動については、全設置場所および寝室

の平均総センサー感知回数は、一地域を除き、

いずれも平均最高気温の低かった日の方が

有意に多かった。トイレの平均総センサー感

知回数は、東京都の対象のみ平均最高気温の

低かった日の方が有意に多かった。 

来客判定の有効性については、検証

の結果、在宅状況判別により居宅内の

人数が複数（来客有）であることを68%、

1 人（居住者のみ）であることを 53%

の精度で検知できることが明らかにな

った。また、来客中のデータが混入す

ることの影響を最も受けやすいと考え

られる移動所要時間を算出した結果、

在宅状況リファレンスに基づいて算出

した値との誤差が 25% 以内で算出す

ることができた。 



居室ごとの滞在時間と利用状況につ

いては、要介護度が高いほど、一部屋での

滞在時間が長い傾向があり、さらに生活財が

散らかり利用可能な床面積が狭くなるケー

スもみられた。また、各居室滞在時間が時期

により大きく変化することが示された。夏期

は、複数の部屋を使い分けているが、冬期は、

一カ所で一日の大半を過ごしている様子が

観察された。さらに、家具の移動や模様替え

による、居室の使用状況の変更がみられた。 

 

【第3部】自立支援機器利用に関する大

規模追跡調査  

見守りセンサーの利用率は、2011年

時点では4.6%であったが、2013年には

5.4%となった。見守りセンサーの利用

者は、非利用者に比べて、「緊急の事

態が起きた時に、きてくれそうな人」

がいる人が多かった。分析の結果、見

守りセンサーの利用者は、非利用者に

比べて、2年間で精神的な健康度が向上

した人が多かった。  

次に、福祉サービスの利用及び登録

数が 2年間で全て増加していることが

確認された。サービスの利用者は「後

期高齢者」「女性」「独居」に多くみ

られた。2年間の福祉サービスの利用変

化として、包括支援センターの利用率

が最も増加し、利用目的は、健康不安

による利用が多いことが確認された。  

見守りキーホルダーは、外出時の緊

急時対応の必要性が高い高齢者により

多く利用されていること、しごとステ

ーションは、社会関係や心身の健康状

態に恵まれている高齢者により多く利

用されていること、どちらのサービス

も社会的孤立傾向にある高齢者には利

用されにくくなっていること、が明ら

かになった。  

 

Ｄ．考察 

パイロット試験を通して見守りセン

サーを個別にチューニング設定するこ

とにより、アラームの誤作動を減らし、

コールセンターを介した安定した運営

が可能になった。本試験に臨むにあた

り見守りセンサー設置による介入効果

の評価のあり方においては、対象者は

見守りセンサーに対する抵抗感、孤

立・孤独感は軽減する傾向が見られた

ものの、対象者自身の認知機能や心身

機能を測定することにより評価するこ

とは容易ではなく、むしろ、地域ケア

機関職員による評価と提供された介入

(介護福祉サービス )を明らかにするこ

とが重要であることが再確認できた。  

次いで、本試験においては、パイロ

ット試験と同様に、センサーを設置し

た介入群には一定の生活機能維持への

効果が見られた。一方で、見守りセンサ

ー設置によるフォローの有無は、体力面に何

ら影響を及ぼすことがなかった。しかし、

その効果の表れ方について解釈の必要

性がある。つまり、本試験においては、

その効果はより重度な要介護状態への

抑制効果であった。一方では、認知機

能検査（MMSE）や生活機能（老研式

活動能力指標）の成績は両群とも低下

し、群間で交互作用は見られなかった。

本研究結果において生活機能について

は、認知機能が低下した人の場合には

必ずしも客観的とは言えないが、認知

機能という検査尺度と要介護度という

総合的な尺度に乖離があった理由は明



らかではない。しかし、担当した地域

ケア職員からのインタビューと照合す

ると生活機能・認知機能は同様に低下

しても、生活リズムの乱れを早期に発

見することにより、ケアプランの見直

しを行うまでもなく何らかの介入を行

えた可能性が示唆される。  

パイロット試験において、地域ケア

機関担当者は、高齢者の健康や生活に

おける課題や必要なサービスについて、

介入群の対応事例においては、見守り

センサーのデータおよび月次レポート

で示される、総活動量などの我々が重

要と考えた主要情報により高齢者の日

常生活のパターンや実態を的確に把握

できた。それにより、地域ケア機関担

当者は、既に起きた高齢者の健康課題

の実態を把握し的確かつ迅速な対応す

ることができていた。さらに、生活リ

ズムを把握することにより、高齢者の

体調悪化や認知症進行のリスクの有無

をモニタリングすることもできていた

と考えられる。  

本試験においても同様に、専門職は

通常の支援や関わりの中では把握が難

しい情報を、見守りセンサーから得て

いることが示された。見守りセンサー

は、本人の申告や人の目以外の手段で、

一人暮らし高齢者の生活の一部を把握

できるだけでなく、毎日の連続したデ

ータから生活状況を把握できることに

意義がある。以上のことから、一人暮

らし高齢者への自立支援のあり方とし

ては、地域ケア機関による通常のサポ

ートと見守りセンサーから得られる情

報とを組み合わせた支援が効果的であ

る。  

 

しかしながら、これら支援機器を活

用することに対する、地域ケア機関職

員自身の姿勢が何より重要である。  

本研究班での先行研究の概観による

と、独居認知症高齢者に対する支援の

経過や結果の妥当性について十分な検

討はできておらず独居認知症高齢者へ

の支援に必要な視点をケア提供者に習

得してもらい、見守りセンサーにより

得られる行動変化を定量的に捉えた情

報の活用方法や、情報に基づく生活状

況についての解釈（パターン化された

知見）を示すことで、ケア提供者の潜

在能力に関わらず、適切に独居認知症

ケアという政策課題に取組めるように

する必要がある。このことが、「見守

りセンサー」を用いた地域包括ケアシ

ステムの運用による政策課題への対応

上の大きな課題であることが示唆され

た。  

更に、これら支援機器が普及する上

で、コストの検討も不可欠である。  

見守りセンサーのコストは、設備投

資額（含む5％のリターン）と変動費（コ

ールセンターのコストを含む）合計で

月額 5千円～ 7千円程度と試算された。

高齢者でも勤労者世帯は上記の月額 5

千円から 7千円の負担は十分可能かと

思われる。ただし、勤労者は比較的健

康であると推論できるので、見守りセ

ンサーを必要とする程度は低いかもし

れない。一方、高齢者無職世帯では、

平均でみれば、すでに赤字の状態であ

り、上記の月額 5千円から 7千円の追加

負担は困難な場合が多いと思料される。 

独居高齢者の居室の使い方と生活行



為（食事、日中の主な居場所、就寝）

の関係には多様性が見られ、自立度が

高い高齢者の方が、部屋を使い分ける

傾向が高いが、住宅の広さや間取りに

より一概には決まらない。一日の居室

別滞在時間をみると、一部屋に長時間

滞在しているケースと複数の居室を使

い分けているケースがみられた。介護度

が高いほど、一部屋での滞在時間が長い傾向

がみられた。年間を通じた居室の使い方をみ

ると、季節により変化するケースがみられた。

介護度に変化がなくても、居室の滞在状況が

変化し、特に冬場の炬燵の使用が、一カ所の

部屋に長時間滞在する要因のひとつとなっ

ている。また、模様替えによる居室の使い方

の変化もみられた。 

 見守りセンサーの利用者は、非利用

者に比べて、生活機能は低下した人が

多かったが、精神的な健康度は向上し

た人が多かった。2011年調査の分析で

は、見守りセンサーを利用している人

は高齢で脳卒中の既往歴がある人が多

かった。そのため、非利用者に比べて

生活機能が低下したと考えられる。  

一方、センサーの利用は、安心の提

供や家族との交流の促進などに寄与し、

独居高齢者の精神的な健康の向上につ

ながっていることが考えられる。「緊

急の事態が起きた時に、きてくれそう

な人」がいると答えた人が見守りセン

サーの利用群で多かったことからも推

察できる。  

しかしながら、見守りセンサーの利

用率は、 4.6%から 5.4%と、 2年間で微

増したに過ぎなかった。独居高齢者の

精神的な健康状態向上に対する効果が

示されたので、今後は、費用面からの

対応も加えて見守りセンサーの利用が

より広まっていく方策を検討すること

が求められる。  

 

E．結論 

赤外線人感センサーを導入した 1年

間のパイロット試験を通して、見守り

センサーとコールセンターを介したシ

ステムの安定した運営が可能になった。 

本システムの独居の認知機能低下高

齢者における本人の心理的評価は概ね

可能であるが、認知・生活機能の評価

については、容易ではない。体系化さ

れた評価バッテリー (例えば J-DASH)

を用いて、地域ケア機関職員を中心と

したアセスメントを行うことが有効で

ある。あるいは、認知・生活機能が著

しく低下しても評価が可能であり、全

国統一の基準である要介護認定におけ

る要介護度の変化を用いることが実践

的である。本試験の結果、認知機能検

査（MMSE）や生活機能（老研式活動

能力指標）の成績は両群とも低下し、

群間で交互作用は見られなかった。し

かし、重度な要介護状態 (要介護2)への

抑制効果が見られた。 

見守りセンサーは、本人の申告や人

の目以外の手段で、一人暮らし高齢者

の生活の一部を把握できることに意義

がある。加えて、見守りセンサーから

把握できる日頃の生活状況をもとに、

介護サービスを含めた日中の過ごし方

を改めて検討し直すことも可能である。 

見守りセンサーを活用した一人暮ら

し高齢者の支援のあり方としては、地

域ケア機関をはじめとした人の目によ

る日常的な見守りを前提とした中で、



見守りセンサーから得られる日々の連

続したデータをもとに、高齢者の生活

パターンを経過観察し、一定のパター

ンからズレが生じた際に、早めの対応

をとることが効果的である。 

一方で、見守りセンサーを用いて、

より詳細な独居高齢者の生活状況を把

握する際には、季節、気温、来客状況

といった要因に注意することが必要で

ある。地域での大規模調査の結果から

も、見守りセンサーの利用が精神的な

健康度の向上につながることが示され

た。費用面も含めて改善し、見守りセ

ンサーの利用を広めていくことが今後

の課題である。  
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